
測量調査設計業務実績情報システム（テクリス）における企業ID 公共建築設計者情報システム（PUBDIS）における会社コード

（8桁又は10桁） （8桁）

登録部門及び希望業務の確認
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記載要領
1 「測量業務」における「測量一般」、「地図の調整」及び「航空測量」を希望する方は、測量法第55条の登録がなければ希望することはできません。

2 「建築関係建設コンサルタント業務」における「建築一般」を希望する方は、建築士法第23条の登録がなければ希望することはできません。

3 「補償関係コンサルタント業務」における「不動産鑑定」を希望する方は、不動産の鑑定評価に関する法律第22条による登録がなければ希望することはできません。

4 工事監理（建築）、工事監理（電気）及び工事監理（機械）については、自社の設計した事案以外の工事監理業務についても希望する場合、記載してください。

業　　　態　　　調　　　書　（測量・建設コンサルタント等）
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該当の有無について 有 無 申請者会社法人等番号

資本関係に関する事項 （左欄の該当が「無」の場合も必ず記入して下さい）

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

会社法人等番号 － － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　親会社（会社法第２条第４号の規定によるもの。）

会社法人等番号 － － 本店電話番号（代表）

更生会社･再生手続中の会社 商号又は名称

本店住所

　子会社（会社法第２条第３号の規定によるもの。）
会社法人等番号 商号又は名称（４０文字以内） 　 会社法人等番号 商号又は名称（４０文字以内）
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－ － － －

役員の兼任に関する事項
役職名 氏名 兼任先の会社法人等番号 兼任先の商号又は名称（４０文字以内） 兼任先での役職

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

－ －

【記載要領】
１．本調書は、申請日現在で作成すること。
２．資本関係に関する事項のうち、親会社については業種を問わず記載の対象となり、子会社については地方整備局等（港湾空港関係を除く。）が発注する測量・建設コンサルタント等業務の業種区分・業務内容を営む者を
　　記載の対象とする（有資格業者であるかは問わない）。
３．役員の兼任に関する事項については、地方整備局等（港湾空港関係を除く。）が発注する測量・建設コンサルタント等業務の業種区分・業務内容を営む者の役員を兼任している役員を記載の対象とする（有資格業者であ
　　るかは問わない）。役職名には、「代表取締役」、「取締役」（社外取締役を含む。）、「管財人」、「執行役」（代表執行役を含む。）、又は「理事長」のいずれかを記載する。「監査役」、「執行役員」等は役員に該当しない。　
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